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仕  様  書 

 

１ 事業件名 

防衛省立川宿舎附帯施設共用棟内における通所介護(主に地域密着型通所介護)

事業所の設置及び運営 

 

２ 設置条件 

(1) 設置根拠及び形態 

「国有財産法」(昭和２３年法律第７３号)第１８条第６項に基づく行政財産

の使用許可による通所介護事業所の設置及び運営 

(2) 設置場所・構造・規模 

ア 所 在 地 東京都立川市栄町１－６－１ 

イ 名   称 防衛省立川宿舎附帯施設共用棟 

ウ 建物構造 鉄筋コンクリート造１階建 

       （共用棟の一部を施設として使用） 

エ 施設面積 ９３．５０㎡（建物） 

オ 駐 車 場 ２台分（工作物） 

カ 平 面 図 別紙「立川宿舎共用棟平面図」 

(3) 設置業種 

通所介護事業（主に地域密着型通所介護） 

※ その他の指定地域密着型サービス事業、訪問介護等の指定居宅サービス

事業及び介護予防・日常生活支援総合事業を併せて運営することも可能。

ただし、この場合は、公募元の事前同意を必要とする。 

※ 小規模多機能型居宅介護で宿泊機能の無いサテライト型事業所も可能 

(4) 設置期間（国有財産使用許可期間） 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの間 

※ 公募元及び防衛省所管国有財産部局長（北関東防衛局長）が必要と判断

する場合は、設置期間を令和１９年３月３１日まで更新することができる。 

 

３ 相手方の決定  

    本事業を行う者については、公募元である陸上自衛隊東立川駐屯地業務隊長

（以下「甲」という。）が決定する。 

 

４ 国有財産の使用許可 

(1)  本事業を行う者は、本事業所等の設置場所に係る国有財産の使用許可を得な
ければならない。 

(2)  国有財産の使用許可は、防衛省所管国有財産部局長である北関東防衛局長
（以下「乙」という。）が行う。 

(3) 国有財産を使用する者（以下「丙」という。）は、供用事務担当官である甲
を通じ、乙に対する使用許可申請を行うものとする。 

(4)  次の各号に該当する場合は、乙により国有財産の使用許可を変更され、又は
取り消されることがある。 

    ア 国において使用物件を必要とするとき。 
   イ 丙が、使用許可条件に違反したとき。 
   ウ 丙が、自己都合により国有財産の使用を変更又は辞退するとき。 
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   エ 丙の役員等（丙の役員又は支店若しくは営業所の代表者及びその他経営に
実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（「暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号）第２条第２
号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号
に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

   オ 丙の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は
第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし
ているとき。 

   カ 丙の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜
を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営等に協力又は関
与しているとき。 

   キ 丙の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これらを不
当に利用するなどしているとき。 

   ク 丙の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し

ているとき。 
ケ 丙が、「予算決算及び会計令」（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及
び第７１条の規定に該当したとき。 

コ 丙が、行政機関等から指名停止措置、営業停止措置、業者登録の取消し、
競争入札参加資格の取消し等の行政措置を受けたとき。 

サ 丙が、事業者の指定など本事業の遂行上必要とされる資格等を取り消され
たとき。 

シ 丙が、事業者の指定など本事業の遂行上必要とされる資格等の更新手続等
を実施せず、当該資格の有効期間を徒過させたとき。 

ス その他丙に重大なコンプライアンス違反が認められたとき。 

(5) 国有財産の使用許可期間が満了した時又は乙により使用許可が取り消され
たときは、丙は直ちに自己の負担で使用財産を原状に復し、返還しなければな
らない。ただし、使用期間の更新を許可された場合は、この限りではない。 

なお、丙は、使用財産の原状回復及び返還に当たっては、甲、乙及び担当職
員（以下「甲等」という。）の指示に従うとともに、甲等に対して原状回復及
び返還に要した費用、その他損失の補償に係る請求は一切できない。 

 

５ 丙の資格 

    丙は、以下の条件を満たしていること。 
(1) 丙の役員等が、暴力団又は暴力団員ではないこと。 
 (2) 丙の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしてい
る者ではないこと。 

 (3) 丙の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供
与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営等に協力又は関与して

いる者ではないこと。 
 (4) 丙の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これらを不当

に利用するなどしている者ではないこと。 
 (5) 丙の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いる者ではないこと。 
(6) 「予算決算及び会計令」（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１

条の規定に該当する者ではないこと。 
(7) 行政機関等から指名停止措置、営業停止措置、業者登録の取消し、競争入札

参加資格の取消し等の行政措置を受け、当該措置の期間中の者ではないこと。 
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(8) 本事業の遂行上必要とされる事業者の指定を受け、かつ、設置期間を通じて
当該指定の効力を有する者（指定更新申請手続中の者を含む。）であること。 

 (9) 社会福祉事業者の資格を有し、「介護保険法」（平成９年法律第１２３号）
第４１条第１項に規定する指定居宅サービス事業者又は同法第４２条の２第
１項に規定する指定地域密着型サービス事業者として指定され、かつ、事業運
営の実績を有すること。 

(10) 同法第７７条、第７８条の１０等に基づく指定取消処分を受けていないこと。 
(11) 本事業の遂行上必要とされる関係法令及び規則等を遵守できること。 
(12) 本事業の全部又は一部を第三者に譲渡することなく、本事業の社会的役割及

び事業者としての使命を認識し、本事業の全てを自社の責任で適正に履行でき
ること。 
なお、業務の一部を委託する場合は、事前に甲の同意を得ること。ただし、

この場合にあっても、委託した事業内容の全てに対する責任を負わなければな
らない。 

(13) 法人としての財政状況、損益状況及び資金状況が良好であり、かつ、本事業
の実施を保証できる能力・体制を有すること。 

(14) 本仕様書及び募集要領（別途配布）の記載事項を全て遵守できること。 
(15) 甲に提出した「企画提案書」の内容を全て適正に履行できること。ただし、

その内容を変更する必要が生じた場合で、甲に対し変更事由を付して申請し、
甲の同意を得たときは、この限りではない。 

(16) 甲との間で締結した本事業に関する「協定書」の内容を遵守し、その全てを
適正に履行できること。 

(17) 国有財産使用許可書の使用許可条件を全て遵守できること。 

 

６ 国有財産使用料 

(1) 丙は、乙に対し、通所介護事業等に係る建物及び工作物の面積に応じた国有
財産使用料を支払わなければならない。 

(2) 乙は、当該国有財産に係る使用許可申請について審査、協議等を行い、許可
を決定した後、不動産鑑定士の鑑定評価額に基づき国有財産使用料を算定し、
「国有財産使用許可書」に当該使用料を明記の上、甲及び丙に通知する。 

(3) 丙は、乙の歳入徴収官が発した「納入告知書」により、指定された要領・期
限に従って、当該使用料の全額を前納しなければならない。 

   なお、指定された期限までに納金しなかった場合は、延滞金が発生するもの
とする。 

(4) 乙は、当該使用料を毎年度改定するものとし、改定の都度、当該年度分の使
用料を甲及び丙に通知するものとする。 

 

７ 光熱水量 

  本事業に使用する電気、水道及びガス等に関しては、丙が直接、各提供事業者

と契約を結び、その費用を支払うものとする。 
 

８ 費用負担 

  本事業に伴う費用は、全て丙の負担とする。前記４(4)による国有財産の使用
許可の変更又は取消しがあったときも同様とする。 

 

９ 名義使用の制限 

  丙は、自己又は自社の宣伝・公告その他営業上の取引において、甲等の名義を
使用し、又は甲等との間でなされた取引内容を喧（けん）伝してはならない。 
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10 管理責任 

(1) 丙は、自らの責任において事業所を管理し、関係法令及び規則等を遵守して
施設の設置、維持・運営管理、衛生管理等に心掛けるとともに、火災、盗難、
食中毒、感染症等の予防及びその対処に努める等、常に善良な管理者としての
注意義務を果たさなければならない。 

(2) 丙は、丙の従事者及び施設・サービス利用者（以下「利用者」という。）の
安全（心身の健康管理、事故防止及び従事者の労働安全）の確保に関し、常に
善良な管理者としての注意義務を果たさなければならない。 

(3) 丙は、丙の従事者の身元、規律、風紀及び衛生に関して一切の責任を負うも
のとし、また、これらに関する法令、規則等を遵守するとともに、従事者に対
しても遵守させる等人事管理及び経営管理を適正に行わなければならない。 

(4) 丙の従事者は、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊すること
を主張する政党その他の団体を結成し、又はこれらに加入、所属、支援等関与

してはならない。 
 (5) 丙は、自らの責任において廃棄物の処理、減量化及びリサイクル化について、

関係法令及び規則等に基づき適正・確実に履行するとともに、環境への配慮に
努めなければならない。 

 (6) 丙は、事業所の運営に当たり、利用者等に対する重大な被害や損害の発生、
事業所に対する放火、事業所内における火災の発生その他報道の可能性がある
事象が発生した場合は、甲に対して直ちに通知しなければならない。 

(7) 丙は、丙に起因する事故等が発生した場合は、自らの責任において、損害の
賠償及び施設の原状回復等を行い、甲及び乙に対し、損失の補償、損害の賠償
及びその他の請求や申立てを一切行わないものとする。 

 (8) 丙は、事業所の施設の設置及び維持・運営管理等の細部について、「社会福祉
法」(昭和２６年法律第４５号)、「老人福祉法」(昭和３８年法律第１３３号)、
「介護保険法」(平成９年法律第１２３号)、「指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準」（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サ
ービス等事業基準」という。）、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及
び運営に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密着
型サービス事業基準」という。）及び「介護保険施設等運営指導マニュアル」（令
和４年３月厚生労働省老健局総務課介護保険指導室策定、令和６年７月改訂）
並びに乙から通知された「国有財産使用許可書」の記載事項を遵守しなければ
ならない。 

 

11 衛生管理（特に、感染症・食中毒等の予防・対策） 

(1) 丙は、丙の従事者等が、結核及び「感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律」（平成１０年法律第１１４号）に規定する感染症を発症し
た場合又はその疑いのある場合には、当該従事者等及びその濃厚接触者を業務

に従事させてはならず、かつ、速やかにその経緯及び処置を甲に報告しなけれ
ばならない。 

(2) 丙は、「指定居宅サービス等事業基準」第３１条及び第１０４条、「指定地
域密着型サービス事業基準」第３条の３１及び第３３条、「食品衛生法」(昭
和２２年法律第２３３号)、「労働安全衛生法」（昭和４７年法律第５７号)
その他の衛生管理に係る関係法令、規則等を遵守しなければならない。 

(3) 丙は、施設・設備、従事者等の管理、食材の調達・運搬・保存等の管理その
他取扱食品の製造・加工・調理・販売等のあらゆる段階において、「食品衛生
法施行規則」（昭和２３年厚生省令第２３号）第６６条の２第１項及び第２項
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並びに別表第１７及び別表第１８に規定する「一般的な衛生管理」及び「ＨＡ
ＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理」を遵守するとともに、「セントラルキ

ッチンから食事供給を受ける医療・福祉施設（サテライトキッチン）における
ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理の手引書」(令和４年７月 一般社団
法人日本医療福祉セントラルキッチン協会）など厚生労働省が内容を確認した
手引書を活用し、衛生管理に係る各種施策を具現徹底しなければならない。 

 

12  情報管理 

(1)  丙は、甲等からの指示により、あるいは本業務の遂行に当たり知り得た甲等
に関する情報（書面等をもって甲等が丙に提供した情報、施設内及びそれに準
ずる場所で作業する際に見聞し、又は認識した情報等の一切）の保全及び個人
情報の保護を遵守し、これらの情報を本業務の履行以外の目的に使用し、又は
第三者に開示してはならない。 

(2)  丙は、丙の従事関係者に情報の保全及び個人情報の保護を遵守させるために

必要な措置を講じなければならない。 
(3) 丙は、使用許可期間の満了、使用許可の取消し、自己都合による国有財産の

使用の辞退又は本業務の中断があった場合は、本業務の遂行に当たり知り得た
甲等に関する情報（甲等から提供された書面等の情報（丙が作成した複製物等

を含む。）、施設内及びそれに準ずる場所において撮影、書写等した有体情報、
データ化した電磁的記録情報等の一切）を甲等に速やかに返却あるいは提出し、
又は甲等の指示を受け当該情報に係る媒体の破棄、記録の消去等の措置を講じ
なければならない。 

 

13 損害賠償等 

(1) 丙は、債務不履行の場合、管理責任不履行の場合、衛生管理・情報管理に関
する義務に違反した場合、その他業務に関して甲等に損害を与えた場合には、
甲等に対し、一切の損害を賠償するものとする。 

(2) 丙は、事業所の設置・運営・管理及び本事業の遂行に当たって、丙の責に帰
すべき事由により事故等が発生した場合は、丙は自らの責任において、損害の
賠償及び施設の原状回復等を行うものとする。この際、丙は甲等に対し、損失
の補償、損害の賠償及びその他の請求や申立てを一切行わないものとする。 

(3) 丙は、業務遂行に当たり発生が予想される事故、損害、補償等の事業リスク
に備え、事業施設及び提供する福祉・介護サービスに応じた「介護保険・社会
福祉事業者総合保険」、「介護事業者賠償責任保険」その他の事業活動全般を包
括的に補償する総合賠償責任保険に加入しなければならない。 

 

14 自己都合による国有財産使用の変更又は辞退 

  丙は、自己都合により、国有財産の使用を変更又は辞退しようとするときは、
変更又は辞退しようとする日の６か月前までに、変更又は辞退事由及び予定期日

等を明示した申請書（様式は甲が指示する。）を甲に提出し、乙の承認を受けた
上、甲の指示に従い変更又は辞退することができる。ただし、丙は、既に納入し
た国有財産使用料（残期間に相当する使用料を含む。）の返還及び使用物件の維
持保存に要した費用等の請求は一切できない。 
なお、「会社更生法」（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の

申立て又は「民事再生法」（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始
の申立てを行う場合は、当該手続開始前に辞退を申し出ること。 
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15 事業仕様 

 (1) 丙は、事業所施設の設置及び事業所の維持・運営管理並びに本事業の遂行に

当たっては、「社会福祉法」、「老人福祉法」、「介護保険法」、「指定居宅
サービス等事業基準」、「指定地域密着型サービス事業基準」その他の関係法
令及び規則を遵守するとともに、「介護保険施設等運営指導マニュアル」など
監督官庁及び業界団体から出された監督・指導、業界ルール・ガイドライン等
の内容を尊重し、その具現・徹底に努めること。 

(2) 丙は、本事業の遂行に当たり、本仕様書に基づき業務を適正に履行するとと
もに、甲等の指示に従うこと。 

(3) 丙は、自ら提出した「企画提案書」に基づき事業を適正に履行するものとし、
「企画提案書」の内容について、甲の同意なく変更しないこと。 

(4) 丙は、感染症及び災害の両方に係る「業務継続計画（ＢＣＰ）」を策定する
とともに、策定後も継続的な検討を加え、施設・事業所の状況に即した内容に  
修正するよう努めること。 

(5) 丙は、本事業の全部又は一部を第三者に譲渡することなく、本事業の社会的
役割及び事業者としての使命を認識し、本事業の全てを自社の責任で適正に履
行すること。 
なお、業務の一部を委託する場合は、事前に甲の同意を得るとともに、「製

造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する
法律」（昭和３１年法律第１２０号。令和８年１月１日改正法施行。通称「取
適法」）を遵守すること。ただし、この場合にあっても、委託した事業内容の
全てに対する責任を負わなければならない。 

 (6)  丙は、施設・器材・備品類の設置、移設及び撤去に係る費用を自己負担とし、
また、当該作業の遂行に当たっては、甲等の指示に従うこと。 

(7)  丙は、やむを得ない事情により使用物件を変更する場合は、事前に文書をも
って甲及び乙の承認を得るとともに、甲等の指示に従うこと。 

 (8)  丙は、本事業に要する光熱水料のほか、使用物件の維持保存（※）のため、

通常必要とする修繕費及びその他の経費を負担すること。 
   ※ 使用物件の維持保存とは、例えば排水管、空調フィルター、厨房用ダク

トのグリスフィルター及び厨房グリストラップといった付帯設備（工作物）
の使用に応じた定期的な清掃を含む。 

(9) 丙は、甲又は乙が計画した停電作業等について、甲等の指示に基づき協力す
ること。 

   なお、丙は、停電作業等に起因する使用機器の故障あるいは食品類等の損害
について、甲及び乙に対し、損失の補償、損害の賠償その他の請求や申立てを
一切行わないものとする。 

(10) 丙は、甲又は乙が計画した防災訓練について、甲等の指示に基づき参加する
こと。 

(11) 丙は、毎日、設置場所（事業所）及びその周辺の清掃を行うとともに、衛生

管理について一切の責任を負うこと。 
(12) 丙は、本事業の従事者について身元を確認・保証するとともに、業務従事前

に従事者名簿を甲に提出すること。また、甲から従事者名簿の記載事項につい
て確認するための書類（履歴書の写し）など甲が必要と判断した書類の提出を
求められた場合は、担当職員に当該書類を提出すること。 

(13) 丙は、本事業の遂行に当たり、購入、借受け又は使用する物品が、「国等に
よる環境物品等の調達の推進等に関する法律」（平成１２年法律第１００号。 

通称「グリーン購入法」）第６条第２項に規定する「特定調達品目」に該当す
る場合は、同法に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（令和
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８年２月３日変更閣議決定。通称「基本方針」）に規定する「各特定調達品目
及びその判断の基準等」に適合する環境物品等（特定調達物品等）をできる限

り選択し、その購入、借受け又は使用に努めること。 
(14) 丙は、「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」（平成１２年東京

都条例第２１５号）に規定する排出ガス規制に適合する低公害・低燃費車等を
使用すること。 

(15) 丙は、会計年度における本事業に関する収支計算書を、翌年度５月末日まで
に担当職員に提出すること。 

(16) 丙は、使用を許可された物件を第三者に転貸し、担保に供し、又は第三者と
共同で使用しないこと。 

(17) 丙は、本仕様書の記載事項に違反した場合、又は故意若しくは過失により甲、
乙、利用者等に対する重大な被害や損害を発生させた場合において、甲又は乙
から業務停止を命ぜられ、又は国有財産の使用許可の取消しを命ぜられたとき
は、これに従うこと。 

なお、この場合丙は、次年度以降、事業又は国有財産使用の継続を許可され
ない（国有財産使用許可の更新が受けられない又は次回公募への参加が許され
ない場合を含む。）ことがある。 

(18) 丙は、公募説明会、決定業者に対する説明会等で甲が示した遵守事項に違反
した場合、又は甲が要求する書類を提出しなかった場合（提出期限を遵守しな
い場合及び催促されても速やかに提出しない場合を含む。）において、甲又は
乙から業務停止を命ぜられ、又は国有財産の使用許可の取消しを命ぜられたと
きは、これに従うこと。 
なお、この場合丙は、次年度以降、事業又は国有財産使用の継続を許可され

ない（国有財産使用許可の更新が受けられない又は次回公募への参加が許され
ない場合を含む。）ことがある。 

(19) 丙は、国有財産に係る使用許可期間の満了、乙による使用許可の変更若しく
は取消し又は自己都合による使用の変更若しくは辞退に伴い、本事業を終了す

る場合において、新規事業者（新たに採用された事業者）に事業を引き継ぐこ
とが可能な状況にあるときは、利用者の便宜及び事業の継続性に十分配慮し、
新規事業者に対する事業及び業務の引継ぎを計画的に、かつ、誠意をもって、
確実に行うこと。 

(20) 本仕様書に記載のない事項及び細部については、必要の都度、甲等及び丙の
間で確認等を行い認識の共有に努めるとともに、見解に相違が生じたときは、
協議の上、問題の解決を図ること。 

 

16 情報公開 

  「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年法律第４２号）

に基づき本業務に関する行政文書の情報公開請求が行われた場合は、同法第５条

第２号に該当する情報を除き開示するものとする。 
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別 紙 

 

 


